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本部町ふるさと納税推進支援業務に係る委託事業者選定要領 
 

１．目的 
本要領は、本部町ふるさと納税推進支援業務（以下「本業務」）を委託するに当たり、業務全般

に関する豊富な経験や知識、実績、企画力を有する事業者を公募型プロポーザルにより選定するた
め必要な事項を定めるものである。 

 
２．業務の概要 

（１） 業務名称 
本部町ふるさと納税推進支援業務 

（２） 業務内容 
本部町ふるさと納税推進支援業務仕様書（以下「仕様書」という。）のとおり 

（３） 委託期間 
契約締結日 から 令和 12 年３月 31 日までとする。 
※契約締結日から令和 9 年３月 31 日までは、業務開始に向けた準備期間とし、その間の委
託料は発生しないものとする。 
※本部町議会において令和９年度予算が議決されない場合は契約を行わないものとする。 

（４） 履行場所 
本部町内及び本町が指定する場所 

（５） 見積上限額 
ア 業務委託料 

寄附金額の 5.5％（消費税及び地方消費税を含む） 
イ 書類発送費用 

１件あたり 207 円（消費税及び地方消費税を含む） 
  ※ア及びイに下記の費用は含まない。 
  ・本町が契約している寄附受付ポータルサイトの利用に係る手数料 
  ・クレジットカード決済に係る費用 
  ・返礼品および返礼品送付に係る費用 
  ・ワンストップ特例申請受付費用 

 
３．実施スケジュール 

実施内容 実施期間又は期日 
実施要領等の公表 令和 8 年 11 月 13 日（金） 
質問書の受付期間 令和 8 年 11 月 13 日（金）〜 

令和 8 年 11 月 20 日（金）午後 5 時まで 
質問書への回答 令和 8 年 11 月 26 日（木） 
参加意向申出書の提出期限 令和 8 年 11 月 26 日（木）〜 
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令和 8 年 12 月 4 日（金）午後 5 時まで 
参加資格確認結果通知予定日 
（書類による参加資格確認及び一次審査） 

令和 8 年 12 月 11 日（金） 

提案書の受付期間 令和 8 年 12 月 11 日（金）〜 
令和 8 年 12 月 18 日（金）午後 5 時まで 

プレゼンテーション審査 令和 8 年 12 月 23 日（水） 
審査結果通知書 令和 8 年 12 月 25 日（金）を予定 

 
４．参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。 
（１） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であるこ

と。 
（２） 令和４年度以降に、本業務と同種・類似の業務の運用実績があり、かつ年間 5 億円以上の

寄附実績がある自治体における運営実績があること。 
（３） 本業務の開始日までに県内に事業所（支店、営業所等を含む。）を有し、本町担当者を置く

ことを確約できる者。ただし、月１回以上の頻度で本町へ本町担当者を派遣し、本業務の
履行が可能な場合はこの限りではない。 

（４） 一般社団法人日本情報経済社会推進協会の「プライバシーマーク」又は ISO/IEC27001 に
基づいた国際規格の情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証を取得し、定期
的に更新を行っていること。 

 
５．質問の受付及び回答 

（１） 受付期間 
令和 8 年 11 月 13 日（金）から令和 8 年 11 月 20 日（金）午後５時まで 

（２） 質問方法 
質問書（様式第 6 号）に質問事項を記載の上、担当部署に電子メールで提出すること。 
※送信後、必ず担当部署宛に受信確認を電話にて行うこと。 

（３） 質問内容 
応募書類の作成に係る質問に限る。なお、評価または審査に係る質問は一切受け付けな
い。 

（４） 回答方法 
令和 8 年 11 月 26 日（木）午後５時までに、本部町ホームページへ公開し、個別には回答
しない。 
 

６．参加意向申出書等の提出 
本プロポーザルへの参加を希望する場合は、下記により書類を提出すること。 

（１） 提出期限 令和 8 年 12 月 4 日（金）午後 5 時まで【必着】 
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（２） 提出書類 
ア 参加意向申出書（様式第 1 号） 
イ 事業者概要（様式第 2 号） 
ウ 業務実施体制報告書（様式第 3 号） 
エ 再委託承諾願（様式第 4 号）※必要に応じて 
オ 業務実績報告書（様式第 5 号） 
カ 履歴事項全部証明書（法人の登記事項証明書）（発行後３ヶ月以内、写し可） 
キ 国税（法人税及び消費税）、地方税の納税証明書（発行後３ヶ月以内、写し可） 
ク 業務提携等を行っている場合は、業務提携等を証明できるもの（写し可） 
ケ 一般社団法人日本情報経済社会推進協会の「プライバシーマーク」又は ISO/IEC27001 

に基づいた国際規格の情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証を取得
し、定期的に更新を行っていることを証明できるもの（写し可） 

（３） 提出方法 
担当部署に電子メールで提出すること。 
件名を「【参加意向申出書】本部町ふるさと納税推進支援業務について（会社名）」とする
こと。 
※送信後、必ず担当部署宛に受信確認を電話にて行うこと。 

 
７．一次審査（書類審査）について 

 一次審査は、参加意向申出書を提出した事業者が 3 者を超えた場合、参加資格を有する者の提出
書類を審査し、３者を選定する。 
（１） 審査方法 

企画商工観光課において参加資格の有無および提出書類を総合的に審査し、評価が高い方
から３者を選定し、二次審査（プレゼンテーション）に進む事業者として選定する。 

（２） 審査項目 
「本部町ふるさと納税推進支援業務 公募型プロポーザル審査 一次審査基準書」のとおり
とする。 

（３） 審査結果の通知 
審査結果は各事業者に対して、令和 8 年 12 月 11 日（金）に電子メールによって通知す
る。なお、審査結果に対する異議申し立ては一切受け付けない。 
 

８．提案書の提出 
 一次審査を通過した者は、下記により提案書を提出すること。 
（１） 提出期限 

令和８年 12 月 18 日（金）午後５時まで【必着】 
（２） 提案書に添付する書類 

次に掲げる書類をアからウの順に 7 部（原本 1 部、写し 6 部）提出すること。また、アか
らウの書類を PDF ファイルにし、次のいずれかで提出すること。 
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・CD 等の記録媒体（USB は除く）に保存して提出 
・電子メール（10MB 以下に限る。）にて提出 
ア 提案書の表紙（様式第７号） 
イ 提案書（任意様式。「本部町ふるさと納税推進支援業務仕様書」を踏まえ、作成するこ

と。） 
ウ 参考見積書（様式第８号） 

※押印を要する資料については、原本をコピーしたもので良い（モノクロ可）。 
（３） 提出方法 

持参または郵送すること。  
（受付期間内必着。なお、郵送の場合は、受け取り日時及び配達されたことが証明できる
方法によることとし、提出期限内に到着したものに限り受け付ける。郵便事故等について
は、本町はその責めを負わない。） 
※持参の場合は、土・日・祝日を除いた平日の午前９時から午後５時 までとし、事前に担
当部署宛に連絡すること。 
※PDF ファイルを電子メールで提出した場合、送信後、必ず担当部署宛に受信確認を電話
にて行うこと。 
 

９．提案書の作成方法 
 ８（２）イに記載した提案書の作成については、以下の方法により作成すること。 
（１） できる限り具体的・定量的に提案し、専門知識を有しない者でも理解できるよう、分かり

やすい表現にすること。なお、専門用語等は、脚注を付記すること。 
（２） 別紙「本部町ふるさと納税推進支援業務委託仕様書」に記載された業務内容の項目に沿っ

て記載し、提案すること。 
（３） 提案書は、A4 版（カラー・横向き・横書き・両面印刷・文字サイズ 12 ポイント以上）、ペ

ージ数は 20 ページを上限とし、ページ番号を割り振ること。（ページ上限に表紙および裏
表紙は含まない。） 

（４） 提案書は１部ずつまとめてファイルに綴じると。 
 
１０．説明会について 

応募書類の作成方法等についての説明会は実施しないものとする。 
 

１１．二次審査（プレゼンテーション）について 
二次審査は、提案書の内容を総合的に審査、評価を行い、受注候補者及び次点候補者を選定す

る。 
（１） 二次審査（プレゼンテーション）の実施 

ア 開催日時 令和 8 年 12 月 23 日（水）午後 2 時 00 分から予定 
時間等の詳細は別途通知します。 

イ 会  場 本部町役場 2 階 2-2 会議室 
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ウ 説明時間 提案内容の説明を 1 社 20 分以内（説明 15 分＋質疑応答 5 分程度）とす 
る。 

エ 説明方法 会場へ入室できるのは３名以内とし、主たる説明は本業務の担当予定者が行 
  うこと。 

プロジェクター及びスクリーンを会場に用意するので、必要があれば説明に 
用いること。ただし、ＰＣ等は各自用意すること。 

オ その他  プレゼンテーションの際に追加資料の提出は一切認めない。 
審査委員会は非公開で行い、審査の内容及び経過に関する問い合わせには応 
じない。 

（２） 審査項目 
「本部町ふるさと納税推進支援業務 公募型プロポーザル審査 二次審査基準書」のとおりと
する。 

（３） 審査結果の通知 
審査結果は、令和 8 年 12 月 25 日（金）に当該プロポーザルの参加者に電子メールによ

って通知し、結果を本部町のホームページに掲載する。なお、審査結果に対する異議申し立
ては一切受け付けない。 

（４） 契約手続き 
本町と受注候補者は、提案内容に基づき、仕様書、価格等の協議を行い、契約内容を確定

した後、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 234 条に定める随意契約により速やかに
契約手続きを進めるものとする。なお、契約に際しては、改めて見積書を提出するものとす
る。ただし、受注候補者との協議が整わない場合は、次点候補者と協議を行うものとする。 

 
１２．注意事項 

（１） 本プロポーザルへの参加に要する経費については、全て参加事業者の負担とする。やむを得
ない理由等により、本プロポーザルを実施することができないと認めるときは、中止又は取
り消すことがある。その場合においては、本プロポーザルに要した費用を本町に請求するこ
とはできない。 

（２） 参加辞退 
参加意向申出書の提出後に参加を辞退する場合は、速やかに書面（様式は任意）により、提
出すること。 

（３） 失格又は無効事項 
次のいずれかに該当する場合には、失格又は無効とする。 
ア 提出書類について、期限内に提出がなかった場合 
イ 提出書類に虚偽の記載をした場合 
ウ 審査の公平性を害する行為があった場合 
エ 本要領に違反すると認められる場合 
オ 第二次審査において、正当な理由なく遅刻又は欠席した場合 

（４） 応募書類の変更等 
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提出期限以降における応募書類の追加、変更及び再提出は一切認めない。 
（５） 応募書類の著作権は応募者に帰属するものとする（第三者のものを除く）。第三者の著作物

を使用する場合はあらかじめ承諾を得るものとし、その責任はすべて応募者に帰属するもの
とする。 

（６） 提出された応募書類の公開については、本部町情報公開条例（平成 16 年本部町条例第 13
号）に基づき、公開することがある。 

（７） 町は取得した個人情報について当該評価に係る目的以外に使用しない。 
（８） 本プロポーザルにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

 
１３．問い合わせ及び各書類の提出先 

〒905-0292 沖縄県国頭郡本部町字東５番地 
本部町役場 企画商工観光課 総合企画班 
電話番号：0980-47-2702 
メールアドレス：kikaku@town.motobu.okinawa.jp 


